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１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名： テトラフルオロエチレン 
（別の呼称：1,1,2,2-テトラフルオロエテン、PFC-114） 
CAS 番号： 116-14-3 

化審法官報公示整理番号： 2-112 
化管法政令番号： 
RTECS 番号： KX4000000 
分子式： C2F4 
分子量： 100.02 
換算係数： 1 ppm = 4.09 mg/m3 (気体、25℃) 
構造式： 
 
 
 
 

 

 

（2）物理化学的性状 

本物質は常温で無色透明の気体である1)。 

融点 -131.14℃2)、-142.5℃3) , 4) 

沸点 -76℃2)、-76.3℃(760 mmHg)3)、-75.9℃4)  

密度 1.519 g/cm3 (-76℃)2)、1.519 g/cm3 3)  

蒸気圧 2.45×104 mmHg (=3.27×106 Pa) (25℃)4) 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）(log Kow) 1.2(KOWWIN5)により計算) 

解離定数（pKa）  

水溶性（水溶解度） 159 mg/L (25℃、1 atm)6) 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性  
生分解性に関する情報は得られなかった7), 8) 

 
化学分解性 

OH ラジカルとの反応性 （大気中） 
反応速度定数：0.21×10-12 cm3/(分子･sec)（AOPWIN9)により計算）  
半減期：26～260 日 （OH ラジカル濃度を 3×106～3×105分子/cm3  10)と仮定し計算） 

 オゾンとの反応性 （大気中） 
反応速度定数：9.2×10-20 cm3/(分子･sec)（25℃、測定値）11) 
半減期：29～170 日（オゾン濃度を 3×1012～5×1011分子/cm3 12)と仮定して計算）  

加水分解性 
 加水分解性の基を持たない13) 

［6］テトラフルオロエチレン 
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生物濃縮性 
  生物濃縮係数 (BCF)：2.9（BCFBAF14)により計算）  
 
土壌吸着性 

土壌吸着定数 (Koc)：95（KOCWIN15)により計算） 
 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

本物質の化審法に基づき公表された平成 22 年度及び平成 23 年度の製造輸入数量（製造数

量は出荷量を意味し、同一事業者内での自家消費分を含まない値）は、届出事業者が 2 社以

下のため、公表されていない16),17)。 
国内生産量（平成 21 年）は、公表されていない1)。 

 

② 用 途 

本物質は、ふっ素系樹脂の原料として使われている1)。ポリテトラフルオロエチレン

（PTFE）は代表的なふっ素系樹脂のひとつであり、耐熱性、耐化学薬品性、潤滑性、非粘着

性と水や油をはじく性質があり、化学工業用の装置部品、機械部品、電気部品などのコーテ

ィングのほか、フライパンのコーティングなど、幅広い用途に使われている1)。 
テトラフルオロエチレンから作られるふっ素系樹脂には、PTFE よりも成形性を高めたも

のが各種開発されており、複雑な形状の成形品の製造などに利用され、さらに用途分野を広

げつつある1)。 
 

（5）環境施策上の位置付け 

本物質は、平成 21 年 10 月 1 日に施行された化学物質排出把握管理促進法対象物質見直しに

より、第一種指定化学物質から除外された。 
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２．曝露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保

する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からの曝露を中心に評価するこ

ととし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度に

より評価を行っている。 

（1）環境中への排出量 

本物質は、化管法の対象物質見直し前においては第一種指定化学物質であった。同法に基

づき公表された平成 21 年度の届出排出量1)、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動

体2)から集計した排出量等を表 2.1 に示す。なお、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・

移動体の推計はなされていなかった。 

 
表 2.1 化管法に基づく排出量及び移動量（PRTR データ）の集計結果（平成 21 年度） 

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 223,120 0 0 0 0 0 - - - - 223,120 - 223,120

テトラフルオロエチレン

業種等別排出量(割合) 223,120 0 0 0 0 0 0 0 0 0

223,120 0 0 0 0 0 届出 届出外

(100%) 100% -

届出外
排出量

合計

総排出量の構成比(%)

化学工業

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出
排出量

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

 
 

本物質の平成 21 年度における環境中への総排出量は約 220 t となり、全て届出排出量であっ

た。届出排出量の全てが大気へ排出されるとしている。届出排出量の排出源は、化学工業のみ

であった。 

 

（2）媒体別分配割合の予測 

本物質の環境中の媒体別分配割合を、表 2.1 に示した環境中への排出量を基に USES3.0 をベ

ースに日本固有のパラメータを組み込んだ Mackay-Type Level III 多媒体モデル3)を用いて予測し

た。予測の対象地域は、平成 21 年度に環境中及び大気への排出量が最大であった千葉県（大気

への排出量 110 t）とした。予測結果を表 2.2 に示す。 

 
表 2.2 媒体別分配割合の予測結果 

媒 体 

分配割合(%) 
上段：排出量が最大の媒体、下段：予測の対象地域 

環境中 大 気 

千葉県 千葉県 

大 気 100.0 100.0 

水 域 0.0 0.0 

土 壌 0.0 0.0 

底 質 0.0 0.0 
注：数値は環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの 
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（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認さ

れた調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.3 に示

す。 

 
表 2.3 各媒体中の存在状況 

媒 体 
幾何 算術 

最小値 最大値 a) 
検出 

検出率 調査地域 測定年度 文 献 
平均値 a) 平均値 下限値 

                      

一般環境大気  µg/m3 0.084 0.38 <0.061 2 0.061 3/10 全国 2012 4) 

             

室内空気 µg/m3          

           

食物 µg/g          

             

飲料水 µg/L          

             

地下水 µg/L          

             

土壌 µg/g          

             

公共用水域・淡水   µg/L          

             

公共用水域・海水   µg/L          

             

底質(公共用水域・淡水) µg/g          

           

底質(公共用水域・海水) µg/g          

           

魚類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

魚類(公共用水域・海水) µg/g          

             
注：a) 最大値または幾何平均値の欄の太字で示した数字は、曝露の推定に用いた値を示す 

 

（4）人に対する曝露量の推定（一日曝露量の予測最大量） 

一般環境大気の実測値を用いて、人に対する曝露の推定を行った（表 2.4）。化学物質の人に

よる一日曝露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲水量及び食事量をそれぞれ 15 m3、2 
L 及び 2,000 g と仮定し、体重を 50 kg と仮定している。 

 
表 2.4 各媒体中の濃度と一日曝露量 

 媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 

  大 気     

  一般環境大気 0.084 µg/m3程度 (2012) 0.025 µg/kg/day 程度 

  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 
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 媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 

平 水 質   

  飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 

  地下水 データは得られなかった データは得られなかった 

均 公共用水域・淡水 データは得られなかった データは得られなかった 

        

  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 

  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 

        

  大 気     

  一般環境大気 2 µg/m3 程度 (2012) 0.6 µg/kg/day 程度 

  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

最       

 水 質     

大 飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 

 地下水 データは得られなかった データは得られなかった 

値 公共用水域・淡水 データは得られなかった データは得られなかった 

        

  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 

  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 

        

 
人の一日曝露量の集計結果を表 2.5 に示す。 
吸入曝露の予測最大曝露濃度は、一般環境大気のデータから 2 µg/m3程度となった。一方、化

管法に基づく平成 21 年度の大気への届出排出量をもとにプルーム・パフモデル5)を用いて推定

した大気中濃度の年平均値は、最大で 21 µg/m3となった。 
経口曝露の予測最大曝露量を設定できるデータは得られなかった。 
物理化学的性状から考えて生物濃縮性が高くないと推測されることから、本物質の環境媒体

から食物経由の曝露量は少ないと考えられる。 

 
表 2.5 人の一日曝露量 

  媒 体 平均曝露量（μg/kg/day） 予測最大曝露量（μg/kg/day） 

大 気 
一般環境大気 0.025 0.6 

室内空気   

 飲料水   

水 質 地下水   

 公共用水域・淡水   

食 物    

土 壌    

  経口曝露量合計   

  総曝露量 0.025 0.6 

注：1)総曝露量は、吸入曝露として一般環境大気を用いて算定したものである 
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（5）水生生物に対する曝露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対する曝露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.6 のように整理した。

水質についてデータは得られなかった。 

 
表 2.6 公共用水域濃度 

水 域 平   均 最 大 値 

淡 水 
 

海 水 

データは得られなかった 
 

データは得られなかった 

データは得られなかった 
 

データは得られなかった 

注：淡水は､河川河口域を含む 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

（1）体内動態、代謝 

ラットに 3,500 ppm の本物質を 30 分間吸入させ、尿中へのフッ素イオン排泄量を 14 日間調

べた結果、6、13、14 日に有意な増加を認め、体内に吸収された本物質が代謝されたものと考え

られた 1) 。また、フッ化物の尿中排泄の増加は 101～2,489 ppm を 2 週間吸入させたラット及び

ハムスターでもみられたが、尿中のフッ化物濃度は曝露終了で通常に戻った。200～2,000 ppm
を 18 週間吸入させたラット及びハムスターでは、曝露濃度に依存した尿中フッ化物濃度の増加

がみられた 2) 。 
ウサギの鼻部に 1,000 ppm を 60 分間曝露して吸入させた結果、肺胞から本物質の 6.76％が吸

収され、検査した部位の中では肺、骨、腎臓でフッ化物濃度が最も高かった 3) 。 
ラットの肝ホモジネート上澄分画を用いた本物質の in vitro 代謝試験では、S-(1,1,2,2-テトラフ

ルオロエチル)グルタチオンが検出され、吸入曝露したラットの胆汁から本物質のシステイニル

グリシン抱合体やシステイン抱合体が検出された。このため、ハロアルケン類で一般的な代謝

経路であるチトクローム P-450 を介した酸化反応は本物質では生じないものと考えられた。ま

た、本物質のシステイン抱合体（S-(1,1,2,2-テトラフルオロエチル)-L-システイン）をラットに

経口投与したところ、本物質を投与した場合と同様の腎傷害を認め、腎スライスと共に培養し

たところ、ピルビン酸塩及びアンモニアの有意な増加と腎スライスへのイオン輸送の有意な阻

害を認め、β-リアーゼとの反応でシステイン抱合体から化学量論的にピルビン酸塩及びアンモ

ニアが生成されることも認めた。これらの結果から、本物質の腎毒性は本物質のグルタチオン

抱合体に由来すると考えられ、胆汁に排泄されたグルタチオン抱合体の分解によって生じたシ

ステイン抱合体が再吸収され、腎臓でβ-リアーゼによって細胞毒性を有する化学種へとさらに

代謝されるものと考えられた 4) 。 
ラットに S-(1,1,2,2-テトラフルオロエチル)-L-システインを腹腔内投与した結果、投与量の 3％

が本物質のメルカプツール酸として 24 時間までの尿中に排泄されたが、S-システイン抱合体の

排泄は無視できる程度であった。また、in vitro 試験では肝臓のβ-リアーゼ活性、N-脱アセチル

化活性、N-アセチルトランスフェラーゼ活性は腎臓の 1/5～1/6 程度であったことから、腎臓に

比べて肝臓での毒性が低い原因と考えられた 5) 。 

 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 

表 3.1 急性毒性 6) 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 吸入 LC16 105,400 mg/m3 (4hr) 
ラット 吸入 LC50 40,000 ppm[164,000 mg/m3] (4hr) 
ラット 吸入 LC50 250,000 mg/m3 (2hr) 
ラット 吸入 LC50 113,200 mg/m3 (4hr) 
ラット 吸入 LC84 153,000 mg/m3 (4hr) 
マウス 吸入 LC50 143,000 mg/m3 (4hr) 
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動物種 経路 致死量、中毒量等 
マウス 吸入 LC50 143,000 mg/m3 (2hr) 

モルモット 吸入 LC50 116,000 mg/m3 (4hr) 
モルモット 吸入 LC50 115,600 mg/m3 (4hr) 
ウサギ 吸入 LCLo 40,000 ppm[164,000 mg/m3] (2hr) 
ウサギ 吸入 LCLo 81,800 mg/m3 (2hr) 
イヌ 吸入 LCLo 81,800 mg/m3 (2hr) 

注：（ ）内の時間は曝露時間を示す。 

 
本物質は眼や気道を刺激すると考えられているが、確たる毒性データがあるわけではない。

なお、本物質の重合体（四フッ化エチレン樹脂）の熱分解物の曝露ではポリマーヒューム熱

と呼ばれるインフルエンザ様症候群を起こし、発熱や悪寒、頭痛、眩暈、吐き気、脱力、四

肢の硬直様振戦を生じる 7) 。 

 

② 中・長期毒性 

ア）Fischer 344 ラット及び B6C3F1マウスの雌各 10 匹を 1 群とし、0、30、300、600、1,200 ppm
を 12 日間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、ラット及びマウスで一般状態や体重に影

響はなかった。1,200 ppm 群で白血球数及びヘモグロビン濃度の有意な減少を認めたが、血

液生化学や尿の検査結果に影響はなかった。ラットの 600 ppm 以上の群で腎臓の絶対重量

に有意な増加を認め、1,200 ppm 群の腎臓で BrdU 染色法による細胞増殖性（BrdU 陽性細胞

率）の有意な増加が曝露 5 日にみられたが、12 日にはわずかに高い程度であり、肝臓では

BrdU 陽性細胞率の有意な増加はみられなかった。マウスでも 600 ppm 以上の群の腎臓で曝

露 5 日に BrdU 陽性細胞率が有意に増加したが、12 日には有意差はなく、肝臓では BrdU 陽

性細胞率の有意な増加はみられなかった。肝臓及び脾臓組織への影響はラット及びマウス

でなかったが、腎臓では 600 ppm 以上の群のラットで尿細管の変性/壊死、1,200 ppm 群の

マウスで尿細管の壊死、巨大核、細胞質の好塩基性化がみられた 8) 。この結果から、NOAEL
をラットで 300 ppm（曝露状況で補正：54 ppm( 221 mg/m3)）、マウスで 600 ppm（曝露状況

で補正：107 ppm( 438 mg/m3)）とする。 
イ）Fischer 344 ラット及び B6C3F1マウス雌雄各 10 匹を 1 群とし、0、312、625、1,250、2,500、

5,000 ppm を 13 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、ラットでは一般状態に影響は

なかったが、5,000 ppm 群の雌雄で体重増加の有意な抑制を認めた。312 ppm 以上の群の雄

及び 5,000 ppm 群の雌で貧血、312 ppm 以上の群の雄及び 2,500 ppm 群の雌でタンパク尿を

認めた。また、312 ppm 以上の群の雄及び 625 ppm 以上の群の雌で肝臓の絶対及び相対重

量、1,250 ppm 以上の群の雄で腎臓の絶対及び相対重量、2,500 ppm 以上の群の雌で腎臓の

相対重量の有意な増加、312 ppm 以上の群の雄及び 2,500 ppm 以上の群の雌で尿細管変性の

発生率に有意な増加を認めた 7) 。 
 マウスでもラットと同様の貧血を 2,500 ppm 以上の群の雄及び 5,000 ppm 群の雌で認め、

2,500 ppm 以上の群の雌雄で尿量の有意な増加とそれに伴う尿比重の有意な低下、1,250 ppm
以上の群の雌雄で尿細管上皮細胞の巨大核の発生率に有意な増加を認めた 7) 。 

 これらの結果から、ラットで LOAEL を 312 ppm（曝露状況で補正：56 ppm( 229 mg/m3)）、
マウスで NOAEL を 625 ppm（曝露状況で補正：112 ppm( 458 mg/m3)）とする。 
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ウ）Sprague-Dawley ラット及び Syrian ハムスター雌雄各 60 匹を 1 群とし、0、200、600、2,000 
ppm を 90 日間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、ラットでは 2,000 ppm 群の雌雄で体

重は有意に低く、600 ppm 以上の群の雌で尿量は有意に増加し、2,000 ppm 群の雌で尿比重

は有意に低下した。また、600 ppm 以上の群の雌雄で肝臓の絶対及び相対重量、2,000 ppm
群の雌雄で腎臓の絶対及び相対重量の有意な増加を認め、600 ppm 以上の群で雄の全数、

雌の大部分で尿細管の拡張、変性がみられた。ハムスターでは、2,000 ppm 群の雄で胸腺の

絶対及び相対重量の有意な減少、雌で肝臓及び腎臓の絶対及び相対重量の有意な増加を認

めた 9) 。この結果から、NOAEL をラットで 200 ppm（曝露状況で補正：36 ppm( 147 mg/m3)）、
ハムスターで 600 ppm（曝露状況で補正：107 ppm( 438 mg/m3)）とする。 

エ）Fischer 344 ラット雌雄各 50 匹を 1 群とし、雄に 0、156、312、625 ppm、雌に 0、312、
625、1,250 ppm を 104 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、625 ppm 群の雄及び 1,250 
ppm 群の雌で体重増加の抑制、1,250 ppm 群の雌で白内障の発生率増加がみられ、312 ppm
以上の群の雌及び 625 ppm 群の雄で生存率は有意に低かった。15 ヶ月時の検査では、血液

や血液生化学、尿に影響はなかったが、312 ppm 以上の群の雄で腎臓相対重量、625 ppm 以

上の群の雌で腎臓及び肝臓絶対重量の有意な増加を認め、156 ppm 以上の群の雄及び 625 
ppm 以上の群の雌で尿細管の変性、1,250 ppm 群の雌の尿細管で過形成、156 ppm 以上の群

の雄の肝臓で明細胞巣、625 ppm 以上の群の雌の肝臓で混合型細胞巣の発生率に有意な増

加がみられた。104 週後の腎臓では 156 ppm 以上の群の雄及び 625 ppm 以上の群の雌で尿

細管の変性、625 ppm群の雄及び 625 ppm以上の群の雌の尿細管で過形成、肝臓では 156 ppm
以上の群の雄で好酸性細胞巣、嚢胞変性、312 ppm 以上の群の雄で好塩基性細胞巣、混合

型細胞巣、312 ppm 以上の群の雌で血管拡張、1,250 ppm 群の雌で混合型細胞巣の発生率に

有意な増加を認めた 7) 。この結果から、LOAEL を 156 ppm（曝露状況で補正：28 ppm( 115 
mg/m3)）とする。 

オ）B6C3F1マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、0、312、625、1,250 ppm を 95～96 週間（6 時間/
日、5 日/週）吸入させた結果、312 ppm 以上の群の雌雄で生存率は有意に低く、個体数の

減少に伴って 70 週頃から平均体重の減少がみられた。15 ヶ月時の検査では、肺、腎臓及び

肝臓の重量に影響はなかったが、625 ppm 以上の群の雄で尿細管の拡張、巨大核、雌の尿

細管で巨大核、肝臓で好酸性細胞巣の発生率に有意な増加を認めた。104 週後の腎臓では、

312 ppm 以上の群の雄で尿細管の拡張、625 ppm 以上の群の雄及び 1,250 ppm 群の雌の尿細

管で巨大核の発生率に有意な増加を認めた。雄の肝臓では 312 ppm 以上の群で血管拡張、

625 ppm 以上の群で好酸性細胞巣、多巣性の凝固壊死の発生率に有意な増加を認め、雌に

も同様の変化はみられたが、濃度依存性はなかった。また、312 ppm 以上の群の雌雄の脾

臓で造血細胞の増殖の発生率に有意な増加を認めた 7) 。この結果から、LOAEL を 312 ppm
（曝露状況で補正：56 ppm( 229 mg/m3)）とする。 

 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Fischer 344 ラット及び B6C3F1マウス雌雄各 10 匹を 1 群とし、0、312、625、1,250、2,500、
5,000 ppm を 13 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、ラット及びマウスで精子の形

態や数、運動性、雌の性周期に影響はなかった 7) 。 
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イ）Sprague-Dawley ラット及び Syrian ハムスター雌雄各 15 匹を 1 群とし、0、200、600、2,000 
ppm を 90 日間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、ラットでは精巣への影響はなかった

が、ハムスターでは 2,000 ppm 群の雄で精巣相対重量の有意な増加を認め、5/9 匹で精巣の

萎縮を認めた 9) 。なお、繁殖能への影響については未検討であった。 

 

④ ヒトへの影響 

ヒトへの影響について、知見は得られなかった。 

 

（3）発がん性 

① 主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2
に示すとおりである。 

 
表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関 (年) 分  類 
WHO IARC (1999) 2B ヒトに対して発がん性があるかもしれない。 
EU EU －  
 EPA －  
USA ACGIH (1999) A3  
 NTP (2000) 合理的にヒトに対して発がん性のあることが懸念される物

質。 
日本 日本産業衛生学会 

(2001) 
第2群B ヒトに対しておそらく発がん性があると判断でき

る物質のうち、証拠が比較的十分でない物質。 
ドイツ DFG (2005) 2 動物の発がん性物質であり、ヒトの発がん性物質でも

あると考えられる。 
 

② 発がん性の知見 

○ 遺伝子傷害性に関する知見 

in vitro 試験系では、代謝活性化系（S9）添加の有無にかかわらずネズミチフス菌 10) 、チ

ャイニーズハムスター卵巣（CHO）細胞 11) で遺伝子突然変異、チャイニーズハムスター卵

巣（CHO）細胞 12) で染色体異常を誘発しなかった。 
in vivo 試験系では、吸入曝露したマウスの骨髄細胞 13) 、末梢血 7) で小核を誘発しなかっ

た。また、吸入曝露による 2 年間の発がん性試験でマウスに発生した肝細胞腺腫及び肝細

胞癌についてがん遺伝子（ras）の突然変異頻度を調べた結果、対照群の頻度や自然発生頻

度よりも有意に低く、本物質による肝腫瘍の発現には ras 遺伝子の突然変異が関与してい

ないことが示唆された 7) 。 

 

○ 実験動物に関する発がん性の知見 

Fischer 344 ラット雌雄各 50 匹を 1 群とし、雄に 0、156、312、625 ppm、雌に 0、312、
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625、1,250 ppm を 104 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、腎臓では 312 ppm 以上

の群の雄及び 1,250 ppm 群の雌で尿細管腺腫、625 ppm 群の雄及び 1,250 ppm 群の雌で尿細

管腺腫又は癌の発生率に有意な増加を認めた。肝臓では 312 ppm 群の雄で肝細胞癌、肝細

胞腺腫又は癌、312 ppm 以上の群の雌で肝細胞腺腫、肝細胞腺腫又は癌、312 ppm 及び 625 
ppm 群の雌で肝細胞癌の発生率に有意な増加を認め、雌の 625 ppm 群で血管肉腫の発生率

は有意に高かった。また、156 ppm 群の雄及び 312 ppm 以上の群の雌で単核細胞性白血病

の発生率に有意な増加を認めた 7) 。 
B6C3F1マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、0、312、625、1,250 ppm を 95～96 週間（6 時間/

日、5 日/週）吸入させた結果、雌雄の腎臓で腫瘍の発生率増加はなかったが、312 ppm 以

上の群の雌雄の肝臓で血管肉腫、肝細胞癌の発生率に有意な増加を認め、血管腫又は血管

肉腫、肝細胞腺腫又は癌の発生率も有意に高かった。また、312 ppm 以上の群の雌雄で組

織球肉腫の発生率に有意な増加を認め、その発生率は肝臓及び肺で高く、脾臓やリンパ節、

骨髄、腎臓で低かった 7) 。 
これらの結果から、本物質の発がん作用についてはラット及びマウスで明らかな証拠が

あったと NTP（1997）は結論している 7) 。 

 

○ ヒトに関する発がん性の知見 

ヒトでの発がん性について、知見は得られなかった。 
なお、本物質の重合体（四フッ化エチレン樹脂）による人工動脈を移植し、10 年後に移

植部に線維肉腫を発症した 31 歳の男性では、異物（樹脂製の人工血管）により生じた線維

肉腫と考えられた 14) 。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性に関する知見が得られているが、生殖・発生毒性につい

ては十分な知見が得られていない。発がん性については動物実験で発がん性を示唆する結果

が得られているものの、ヒトでの知見は十分でなく、ヒトに対する発がん性の有無について

は判断できない。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関す

る知見に基づき無毒性量等を設定することとする。 
経口曝露については、無毒性量等の設定ができなかった。 
吸入曝露については、中・長期毒性エ）のラットの試験から得られた LOAEL 156 ppm（尿

細管の変性、肝細胞の変性など）を曝露状況で補正して 28 ppm（115 mg/m3）とし、LOAEL
であるために 10 で除した 12 mg/m3が信頼性のある最も低濃度の知見と判断し、これを無毒

性量等に設定する。 
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］ 

② 健康リスクの初期評価結果 
 

表 3.3 経口曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露量 予測最大曝露量 無毒性量等 MOE 

経口 
飲料水 － － 

－ － 
－ 

地下水 － － － 
 
経口曝露については、無毒性量等が設定できず、曝露量も把握されていないため、健康リ

スクの判定はできなかった。 
なお、平成 21 年度の環境中への総排出量は約 220 t であったが、そのすべてが大気へ排出

されており、蒸気圧も高いことから、本物質の経口曝露による健康リスクの評価に向けて経

口曝露量の知見収集等を行う必要性は低いと考えられる。 
 
 

表 3.4 吸入曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露濃度 予測最大曝露濃度 無毒性量等 MOE 

吸入 
環境大気 0.084 µg/m3程度 2 µg/m3程度 

12 mg/m3 ラット 
120  

室内空気 － － － 
 
吸入曝露については、一般環境大気中の濃度についてみると、平均曝露濃度は 0.084 µg/m3

程度、予測最大曝露濃度は 2 µg/m3程度であった。無毒性量等 12 mg/m3と予測最大曝露濃度

から、動物実験結果より設定された知見であるために 10 で除し、さらに発がん性を考慮して

5 で除して求めた MOE は 120 となる。一方、化管法に基づく平成 21 年度の大気への届出排

出量をもとに推定した高排出事業所近傍の大気中濃度（年平均値）の最大値は 21 µg/m3であ

ったが、参考としてこれから算出した MOE は 11 となる。このため、本物質の一般環境大気

の吸入曝露による健康リスクの評価に向けて吸入曝露の情報収集等を行う必要性があると考

えられる。 
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４．生態リスクの初期評価 

本物質については、環境中濃度及び生態リスク初期評価に必要な有害性情報が得られず、生

態リスクの判定はできなかった。 
化学物質排出把握管理促進法に基づいて公表された本物質の届出排出量は、排出量の届出が

あった全ての年度（平成 13～21 年度）において、大気への排出量のみが届出られており、公共

用水域への届出排出量は、全ての年度において 0 kg/年であった。 
本物質の媒体別分配割合について、平成21年度の環境中への排出量に基づき、多媒体モデル

を用いて予測すると、全てが大気に分配されるという結果になった。本物質の蒸気圧は高いこ

とから、大気から水質へ移行する可能性は低いと考えられる。 
したがって本物質については、水質からの曝露による水生生物の生態リスク初期評価に向け

て、情報収集を行う必要性は低いと考えられる。 
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